
2026年8月19日 更新

公示予定日 調達管理番号 案件名 担当部・課 質問内容 回答 回答日

2026年8月19日 26a00572000000

アフリカ地域（広域）思春期リプロダクティ
ブ・ヘルスに係る情報収集・確認調査（一
般競争入札（総合評価落札方式-ランプサ
ム型））

人間開発部保健第一グループ
ウガンダ、ガーナ、タンザニアへの現地渡航による調査は想定されているか。現地調査の回数、日数
の前提はあるか。

すでに別の質問にて回答いたしましたので、そちらをご参照ください。 2026年8月5日

2026年8月19日 26a00572000000

アフリカ地域（広域）思春期リプロダクティ
ブ・ヘルスに係る情報収集・確認調査（一
般競争入札（総合評価落札方式-ランプサ
ム型））

人間開発部保健第一グループ
総人月約3.8人月は確定か。3か国調査としては限定的なため、調査範囲・成果物に優先順位を設定し
てよいか。

最終的な想定人月や調査範囲・成果物は、公示の企画競争説明書をご確認ください。 2026年8月5日

2026年8月19日 26a00572000000

アフリカ地域（広域）思春期リプロダクティ
ブ・ヘルスに係る情報収集・確認調査（一
般競争入札（総合評価落札方式-ランプサ
ム型））

人間開発部保健第一グループ
想定される支援モダリティは、技術協力プロジェクト、個別専門家、課題別研修、国別研修、第三国研
修、無償資金協力、草の根技協、民間連携、国際機関連携等のどれを中心に検討すべきか。

調査を通じて、他ドナー機関との関係やJICA事業のアセット等を分析し、ご提案をいただきたいと考えま
す。

2026年8月5日

2026年8月19日 26a00572000000

アフリカ地域（広域）思春期リプロダクティ
ブ・ヘルスに係る情報収集・確認調査（一
般競争入札（総合評価落札方式-ランプサ
ム型））

人間開発部保健第一グループ
過去のJICAにおける思春期リプロダクティブ・ヘルス課題に関する調査とは具体的にどの調査を指す
か。JICAの既存案件・アセットのうち、本調査で必ず接続すべきものは何か。

公示の企画競争説明書をご確認ください。また、JICAの既存案件やアセットについては、接続すべきも
のも含めてご提案をいただきたいと考えます。

2026年8月5日

2026年8月19日 26a00572000000

アフリカ地域（広域）思春期リプロダクティ
ブ・ヘルスに係る情報収集・確認調査（一
般競争入札（総合評価落札方式-ランプサ
ム型））

人間開発部保健第一グループ
調査内容中の「制度と実施のギャップ」について、政策文書レビュー中心の整理か、施設・学校レベル
での一次データ取得まで求められるか。

公示の企画競争説明書をご確認いただき、その上で必要に応じてご質問ください。 2026年8月5日

2026年8月19日 26a00572000000

アフリカ地域（広域）思春期リプロダクティ
ブ・ヘルスに係る情報収集・確認調査（一
般競争入札（総合評価落札方式-ランプサ
ム型））

人間開発部保健第一グループ
現状・課題分析において、調査対象人口の状況比較とあるが、調査対象人口と状況比較の項目はコン
サルタントで設定が可能なのか。

まずは、公示の企画競争説明書をご確認いただければと存じますが、ご質問の設定項目は、受注者様
の方でご提案いただく内容に含まれると考えます。

2026年8月5日

2026年8月19日 26a00572000000

アフリカ地域（広域）思春期リプロダクティ
ブ・ヘルスに係る情報収集・確認調査（一
般競争入札（総合評価落札方式-ランプサ
ム型））

人間開発部保健第一グループ

・現時点で想定されている渡航回数をご提示ください。また、1回の渡航で複数国を訪問する可能性が
あるかについても、併せてご教示ください。

・現地調査に充当する人月について、目安となる想定がございましたらご教示ください。

想定する渡航国や回数は、すでに別の質問にて回答いたしましたので、そちらをご参照ください。また渡
航時期の調整結果により複数国の訪問も可能と考えます。

詳細な人月等については、公示の企画競争説明書をご確認ください。

2026年8月7日

2026年8月19日 26a00572000000

アフ リ カ 地域（ 広域） 思春期リ プロダク
ティ ブ・ ヘルスに係る情報収集・ 確認調
査（ 一般競争入札（ 総合評価落札方式-
ラ ンプサム型） ）

人間開発部保健第一グループ 可能でし たら 、 想定さ れる各国の現地調査時期と 期間を教えてく ださ い
タ ンザニア： 2026年10月下旬、 または、 2027年1-2月( 2週間程度)
ガーナ： 2026年12月上旬～中旬、 その他の時期も 受け入れは可能なため要相談( 2週間程度)
ウガンダ： 2027年1-2月( 2週間程度)

2026年8月3日

2026年8月19日 26a00572000000

アフ リ カ 地域（ 広域） 思春期リ プロダク
ティ ブ・ ヘルスに係る情報収集・ 確認調
査（ 一般競
争入札（ 総合評価落札方式-ラ ンプサム
型） ）

人間開発部保健第一グループ
1. 本案件において業務管理グループの設置可否について
2. 報酬単価は標準どおり であるか

1.総合評価落札方式のため、想定していません。
2.総合評価落札方式のため、標準単価はありません。

2026年8月4日

2026年8月19日 26a00572000000 

アフリカ地域（広域）思春期リプロダクティ
ブ・ヘルスに係る情報収集・確認調査（一
般競争入札（総合評価落札方式-ランプサ
ム型））

人間開発部保健第一グループ 現地渡航回数・期間の想定をご教示いただけますでしょうか。 すでに別の質問にて回答いたしましたので、そちらをご参照ください。 2026年8月4日

プレ公示案件への質問回答

【競争参加者様へ：留意点】
プレ公示段階での質問回答での回答内容は、企画競争説明書／入札説明書の段階で変更の可能性があります。

※掲載方法を公示予定日が早い順に案件ごとにまとめて掲載いたします。新たに掲載いたしました質問回答についてはセルを水色にしております。
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公示予定日 調達管理番号 案件名 担当部・課 質問内容 回答 回答日

2026年8月19日 26a00617000000

スリ ラ ンカ 国における災害医療管理体制
強化にかかる情報収集・ 確認調査（ 一般
競争入札（ 総合評価落札方式ーラ ンプサ
ム型） ）

スリ ラ ンカ 事務所スリ ラ ンカ
事務所直下

日本や第三国の災害医療体制と の比較を通じ たギャ ッ プ分析の実施と あり ますが、 第三国は具
体的に指定さ れるのでし ょ う か。 それと も 提案でし ょ う か。

第三国について特定の国を指定するこ と は想定し ておら ず、 コ ンサルタ ント 側から のご提案を期
待し ています。
例えば、 スリ ラ ンカ と 同様にサイ ク ロン、 洪水等の自然災害が頻発し 、 一定程度災害医療体制の
整備が進んでいる国を複数選定いただき 、 それら の国において災害医療体制の構築・ 運用上の成
功要因や課題、 改善に向けた取組等を分析いただく こ と を想定し ています。
その上で、 各国事例の比較を通じ て、 スリ ラ ンカ の災害医療体制と のギャ ッ プを整理し 、 スリ ラ
ンカ において今後参考と なり 得る制度・ 運用面の示唆を抽出し ていただく こ と を期待し ていま
す。

2026年8月3日

2026年8月19日 26a00617000000
スリ ラ ンカ 国における災害医療管理体制
強化にかかる情報収集・ 確認調査

スリ ラ ンカ 事務所スリ ラ ンカ
直下

約4カ 月で8人月と いう 条件で、 情報収集・ 分析だけでなく 技術協力案件の初年度に行う よう な
保健省及び関係機関と の協議やセミ ナーを通じ て、 災害医療チームの制度設計、 運用手順
（ SOP） 、 役割分担（ TOR） 、 訓練・ 評価体制等に関する検討を行う こ と も 含まれていますが、
想定さ れる成果は現状分析及び改善提言レベルでし ょ う か。 それと も 具体的な制度設計案や関
連文書案の作成まで求めら れるのでし ょ う か 。

本調査は、 現状分析及び課題抽出・ 改善提言に加え、 保健省及び関係機関と の協議・ セミ ナー等
を通じ て、 災害医療チームの制度設計、 TOR、 SOP、 訓練・ 評価体制等に関する具体的な検討を行
う こ と を想定し ています。 協議・ セミ ナーは、 スリ ラ ンカ の災害医療管理体制整備に向けた詳細
確認や意見交換を行い、 関係機関間で今後の方向性について認識を共有するこ と を主な目的と し
ています。 可能であれば一定のコ ンセンサス形成も 期待し ています。
また、 本調査では、 既存の災害医療チーム・ 関連制度を基本と し て現状把握・ 分析を行い、 その
強化・ 改善の方向性を検討するこ と を想定し ています。 ただし 、 調査結果によっ ては新たな制度
や体制の選択肢についても 検討対象と なり 得ます。
他方、 本調査は基礎情報収集・ 確認調査であるこ と から 、 完成版の制度文書や運用文書の作成を
成果と し て求めるも のではあり ません。 想定さ れる成果は、 現状分析・ ギャ ッ プ分析及び提言に
加え、 今後の協力案件で詳細化・ 制度化を進めるための制度設計の方向性やTOR・ SOP等の案、 論
点整理を含むも のと お考えく ださ い。 なお、 協議・ セミ ナーは、 現地セミ ナー及び本邦招聘を想
定し ており こ れを通じ て日本の事例等も 参考にし ながら 、 スリ ラ ンカ 側が目指す災害医療体制の
方向性を整理し 、 その後のJI CAの協力の在り 方を検討するこ と も 期待し ています。

2026年8月4日

2026年8月19日 26a00617000000
スリ ラ ンカ 国における災害医療管理体制
強化にかかる情報収集・ 確認調査

スリ ラ ンカ 事務所スリ ラ ンカ
直下

渡航回数はどれく ら いを想定さ れていますか。 ２ 回程度を想定し ています。 2026年8月4日

2026年8月19日 26a00617000000
スリ ラ ンカ 国における災害医療管理体制
強化にかかる情報収集・ 確認調査

スリ ラ ンカ 事務所スリ ラ ンカ
直下

1.  調査実施体制に関し 留意点や重要事項
2.  リ ソ ースパーソ ンの選定についてJI CA側の想定はあるか
3.  対象地域・ 機関の選定についてJI CA側の想定はあるか

1.  本調査の実施にあたっ ては、 主なリ ソ ースパーソ ンと 連携し ながら 進めていただく 必要があ
り ます。 リ ソ ースパーソ ンと し ては、 JDR登録医師やDMAT関係者等を想定し ています。
2.  基本的にはご提案いただき たいと 考えています。 一方で、 当方においても 同分野のリ ソ ース
パーソ ンと のネッ ト ワーク があるため、 双方で調整・ すり 合わせを行いながら 進めるこ と を想定
し ています。
3.  基本的にはご提案いただき たいと 考えていますが、 スリ ラ ンカ 保健省側にも 対象地域・ 機関
に関する意向があると 想定さ れるため、 関係機関と の協議を踏まえつつ、 今後調整し ながら 進め
るこ と を想定し ています。

2026年8月4日

1. 母子保健ク ラ スタ ー戦略（ 特に母子継続ケア・ ラ イ フ コ ースアプローチの推進） の枠組みにお
いて、 JI CA事業の特性を生かし 、 思春期保健・ SRHR分野へのどのよう なアプローチがと り 得るか
を検討するこ と を予定し ています。
2. 現地調査対象国は、 タ ンザニア、 ウガンダ、 ガーナの3カ 国と するこ と を決定し ていますが、
机上調査についてはサブサハラ ・ アフ リ カ 地域におけるJI CAの母子保健分野の協力対象国を対象
と する予定です。 詳細は、 公示の企画競争説明書をご確認く ださ い。
3. JI CA事業等を通じ た調査結果の活用が見込まれるためです。 詳細は、 公示の企画競争説明書を
ご確認く ださ い。
4. 質問2の回答のと おり です。 詳細は公示の企画競争説明書をご確認く ださ い。
5. 公示の企画競争説明書をご確認いただき 、 その上で必要に応じ てご質問く ださ い。
6. 現地コ ンサルタ ント やオンラ イ ン調査等の活用は支障あり ません。
7. 基本的にはご理解のと おり です。 詳細は、 公示の企画競争説明書をご確認く ださ い。
8. 公示の企画競争説明書をご確認いただき 、 その上で必要に応じ てご質問く ださ い
9. 調査を通じ て、 他ド ナー機関と の関係やJI CA事業のアセッ ト 等を分析し 、 特定し たいと 考えま
す。
10. 公示の企画競争説明書をご確認いただき 、 その上で必要に応じ てご質問く ださ い

その他： 評価の取り 扱いについては回答を控えさ せていただき ますが、 現在実施中の案件も 記載
いただき 問題ございません。

2026年8月3日2026年8月19日 26a00572000000

アフ リ カ 地域（ 広域） 思春期リ プロダク
ティ ブ・ ヘルスに係る情報収集・ 確認調
査（ 一般競
争入札（ 総合評価落札方式-ラ ンプサム
型） ）

人間開発部保健第一グループ

【 目的について】
1. 本調査は、 JI CAの母子保健ク ラ スタ ー戦略（ 特に母子継続ケア・ ラ イ フ コ ースアプローチの
推進） の枠組みに位置づけら れるも のと 理解し てよいか。 それと も 、 思春期保健・ SRHR分野に
おける新たな協力枠組みの検討を主目的と し ているか。

【 調査対象国・ 地域について】
2. 本案件はタ ンザニア、 ウガンダ、 ガーナの3カ 国を対象と し て実施する想定か。 それと も 、 ア
フ リ カ 地域全体を対象に分析を行っ た上で、 その結果を踏まえて実施可能な国を3カ 国程度選定
する想定か。
3. なぜこ の3カ 国なのか。 ( 母子保健ク ラ スタ ー戦略においてその他の協力対象国（ MMR70以上、
I MR12以上） に分類さ れるこ と は認識し ており ます）
4.  現地調査について、 タ ンザニア、 ウガンダ、 ガーナの3カ 国のみを対象と するのか、 アフ リ
カ 地域全体を分析し つつ、 その中でも 3カ 国を中心に調査すると いう 意味なのか
5.  本調査では、 政策と 実施現場のギャ ッ プ分析が目的と さ れているが、 現地調査対象地域につ
いて、 JI CAと し て重点的に確認し たい州・ 郡（ または既存案件と の関連地域） はあるか。 ま
た、 都市部・ 農村部・ 脆弱層（ 難民居住地域等） を含む地域特性の比較分析を想定さ れている
か

【 調査方法・ 体制について】
6. 現地調査の際に、 現地コ ンサルタ ント と の協力体制を組むこ と は可能か。 オンラ イ ン調査も
交えるこ と も 可能か。
7.  １ の「 既存資料・ 政策整理」 はオンラ イ ン・ デスク リ サーチなどで行う のに対し 、 こ の２ ．
「 現状・ 課題分析」 については、 １ でわから ない情報を現地で収集する（ または現地にいる有
識者に対するオンラ イ ンイ ンタ ビュ ーなどを通じ た情報収集） 部分と いっ た理解で合っ ている
か？

【 調査内容について】
8.  ASRH課題への対応について、 JI CAと し ては保健省を中心と し たサービス提供・ PHC強化の観
点を重視さ れているのか、 あるいは教育省等と 連携し たCSE・ 学校保健、 または青少年政策・ 社
会的包摂の観点を含むマルチセク タ ー型アプローチを想定さ れているのか、 本調査における重
点領域を教えてほし い。
9. 本調査では、 将来的な技術協力案件形成につながる実施可能性の分析が求めら れていると 理
解し ている。 3カ 国共通で把握すべき 重点対象層・ 介入レベルについて、 JI CAと し て想定し てい
る優先領域があれば教えてほし い。
10.  提言と し てどの程度具体的なも のを想定し ているか？あく までも 方向性に関する提言でよ
いのか。 または国別の案件形成案（ Proj ect  Concept /PDMレベル） まで求めら れるか？
＜その他＞
類似業務経験の記載対象について、 現在実施中の案件も 記載可能か。 ジョ イ セフ がJI CA草の根
技術協力事業と し てガーナで実施中の思春期保健事業は、 本案件と の関連性が非常に高いため
記載を検討し ているが、 評価上の取り 扱いについても 併せてご助言いただき たい。
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公示予定日 調達管理番号 案件名 担当部・課 質問内容 回答 回答日

2026年8月19日 26a00617000000
スリ ラ ンカ 国における災害医療管理体制
強化にかかる情報収集・ 確認調査

スリ ラ ンカ 事務所スリ ラ ンカ
直下

現在スリ ラ ンカ において災害医療チーム体制や運用などはどの程度あるか。

現時点では、 災害医療チームに関するSOP、 TOR、 ガイ ド ラ イ ン等について、 体系的に整備さ れた
枠組みが確立し ている状況と は認識し ていません。
一方、 2025年11月のサイ ク ロン・ ディ ト ワ発生時にJDR医療チームを派遣し た際、 スリ ラ ンカ 保
健省から 災害医療体制の強化に対する強い関心が示さ れまし た。 その過程で、 災害医療管理の中
核と なり 得る機関や既存の仕組みが確認さ れており 、 こ れら を基盤と し て体制整備に向けた検討
が開始さ れています。
本調査では、 こ う し た既存の仕組みや取組を踏まえつつ、 災害医療チーム体制の強化・ 改善に向
けた課題や今後の方向性を確認・ 検討し ていく こ と を想定し ています。

2026年8月4日

2026年8月19日 26a00617000000
スリ ラ ンカ 国における災害医療管理体制
強化にかかる情報収集・ 確認調査

スリ ラ ンカ 事務所スリ ラ ンカ
直下

EMT・ 国際緊急援助隊の体制づく り に向けた成果も 本調査で含めるか
将来的には検討することを視野に入れていますが、本調査では、スリランカ国内での災害医療体制整備
を目的とします。

2026年8月4日

2026年8月26日 26a00399000000
ラ オス国スタ ジアムを中心と し たまちづ
く り ・ エリ アマネジメ ント 能力強化プロ
ジェ ク ト

社会基盤部都市・ 地域開発グ
ループ

本案件は、 業務管理グループかつ若手加点の対象と なる予定でし ょ う か。
それと も 、 若手加点はなく 、 提案書の2章において、 『 業務主任者を含む業務実施体制全体にお
いて、 どのよう な人材活用の考え方の下で業務を遂行するのかについて提案を求める。 』 こ と
を想定さ れていますでし ょ う か。

本案件については、 新し い発想や柔軟な視点が求めら れるこ と から 、 業務管理グループを構成
し 、 若手育成加点の対象と する方針です。
一方で、 多様な関係者と の合意形成が不可欠であるため、 こ れを遂行するための豊富な経験を有
する人材と 若手人材が連携する体制を重視し ます。

2026年6月23日

2026年8月26日 26a00539000000
パキスタ ン国コ ミ ュ ニティ 協働型教育改
善ク ラ スタ ー適用可能性研究（ プロジェ
ク ト 研究）

人間開発部基礎教育グループ
「 人月合計」 の量に比し て、 調達件名に（ 一般競争入札（ 総合評価落札方式‐ ラ ンプサム型）
や（ QCBS-ラ ンプサム型） と いっ た記載があり ませんが、 企画競争案件と の理解でよろ し いので
し ょ う か。

企画競争を想定していますが、公示の際に配布する公示資料をご確認願います。 2026年7月27日

2026年8月26日 26a00539000000
パキスタ ン国コ ミ ュ ニティ 協働型教育改
善ク ラ スタ ー適用可能性研究（ プロジェ
ク ト 研究）

人間開発部基礎教育グループ
特に安全管理の面で前広な準備を要する場合があり ますので、 パイ ロッ ト 活動実施の対象地域
（ 州・ 県など） が決まっ ていまし たら ご教示く ださ い。

 シンド州・ジャムショロ（Jamshoro）でのパイロット活動の実施を想定していますが、公示後に企画競争
説明書等をご確認願います。

2026年7月27日

2026年8月26日 26a00539000000
パキスタ ン国コ ミ ュ ニティ 協働型教育改
善ク ラ スタ ー適用可能性研究（ プロジェ
ク ト 研究）

人間開発部基礎教育グループ

2022年～2026年に実施さ れたGRACEも 学校運営委員会を活用し て就学継続促進につと めるなど、
コ ミ ュ ニティ 協働型教育改善ク ラ スタ ーの要素を多分に含む案件であっ たにも かかわら ず、 同
ク ラ スタ ーの適用可能性を本調査で改めて検証するこ と の必要性は、 どのよう なも のがあるの
でし ょ う か。

 GRACEは就学継続に重点を置かれまし たが、 本プロジェ ク ト 研究では適時・ 適切な就学促進及び
就学におけるジェ ンダー格差の是正を含めてコ ミ ュ ニティ 協働型教育改善ク ラ スタ ーの適用を検
討するこ と を考えています。 また、 GRACEのモデルはパイ ロッ ト 対象校に就学継続に向けた前向
き な影響をも たら し まし たが、 学校運営委員会の機能やモデルの普及コ スト 、 持続性等の面で改
善の余地があると 考えています。

2026年7月27日

2026年8月26日 26a00539000000
パキスタ ン国コ ミ ュ ニティ 協働型教育改
善ク ラ スタ ー適用可能性研究（ プロジェ
ク ト 研究）

人間開発部基礎教育グループ

プレ公示では、 GRACE及びみんなの学校プロジェ ク ト の成果・ 教訓をも と に介入策を設計・ 試行
すると 記載さ れていますが、 同じ く パキスタ ンで実施さ れ、 コ ミ ュ ニティ と の協働も 活発な
AQAL等ノ ンフ ォ ーマル教育関連事業の実績を踏まえるこ と は、 想定さ れていないのでし ょ う
か。

 本プロジェクト研究では、パキスタンにおけるオルタナティブ教育推進プロジェクト（AQAL）の成果もふま
えることを想定しています。また、本プロジェクト研究は公立小学校を主な対象とするものの、オルタナ
ティブ教育（ノンフォーマル教育）との連携の検討も想定しておりますが、それらの点について公示後に
企画競争説明書等をご確認願います。

2026年7月27日

2026年8月26日 26a00602000000

全世界港湾分野における協力戦略策定及
びデジタ ル化・ サイ バーセキュ リ ティ に
関する情報収集・ 確認調査（ QCBSーラ ン
プサム型）

社会基盤部運輸交通グループ 本案件の背景・ 目的・ 想定出口など本公示の前に可能な限り 理解さ せていただき たい

背景および目的につき まし ては、 プレ公示に記載のと おり です。
また、 想定する成果（ 出口） についても 、 プレ公示に記載し ており ます以下の内容を想定し てい
ます。
• 港湾類型ごと の日本の港湾協力の方向性の整理
• 具体的な港湾を対象と し た協力候補案件の検討（ 2港程度）
上記のう ち、 「 港湾類型ごと の日本の港湾協力の方向性」 について補足いたし ますと 、 まず、
「 港湾の整備・ 運営主体（ 官・ 民） 」 や「 寄港船舶の規模」 等の観点から 港湾を類型化し 、 それ
ぞれの類型に求めら れるODAによる港湾協力の内容について整理するこ と を想定し ています。 そ
の上で、 デジタ ル化やサイ バーセキュ リ ティ についても 、 協力アプローチの１ つと し て検討し ま
す。 なお、 検討においては、 各類型の港湾が抱えるニーズに加え、 日本の成長戦略や経済安全保
障上の視点も 踏まえながら 、 今後の協力の方向性を検討・ 整理するこ と を想定し ています。

2026年8月3日

2026年8月26日 26a00611000000
イ ラ ク 国初等教育セク タ ーに係る情報収
集・ 確認調査

中東・ 欧州部中東第二課
現在、 外務省の危険情報ではイ ラ ク 全土がレベル4と なっ ていますが、 本案件は日本人専門家の
現地渡航を前提と し ているのでし ょ う か。 それと も 、 当面はオンラ イ ンや現地人材の活用を基
本と し た実施を想定さ れているのでし ょ う か。

今後情勢が好転し、JICA安全対策措置が緩和された場合は、安全対策措置に基づき渡航可能な地域
での邦人による現地調査も検討できればと考えています。ただし、渡航禁止の状況が続いた場合は、オ
ンラインの活用や、必要に応じて、現地再委託やローカルコンサルタントを活用することを想定していま
す。その際は、安全面の確保を重要視します。

また、現状では、机上での調査に加え、オンラインでの調査を想定していますが、現地への渡航が可能
となった場合には、実証調査など対面での実施が必要なを加えることを想定しています。

2026年7月28日

2026年8月26日 26a00618000000
欧州地域西バルカン諸国における中小企
業向けメンターサービス強化・拡大

経済開発部民間セクター開発
グループ

業務内容に4点が箇条書きにされていますが、それぞれの業務の比重は概ね均等を想定していらっ
しゃいますか、または、特定の活動に比重を置く想定でしょうか。方向性について可能な範囲でご教示
いただければ幸いです。

4つの業務内容のうち、最も重点的な活動として想定しているのは、「日本の中小企業支援の知見及び
GX・DXに関するメンターの能力強化に資する、メンター育成カリキュラムの改訂・開発」です。
一方、「既存のメンタリングサービスの安定的な提供に資する、メンター開発・育成基盤の強化支援」に
ついては、これまでの協力成果を踏まえたフォローアップ的な支援を想定しています。各国のニーズや
状況に応じた対応を行うことを前提としつつ、投入規模としては比較的限定的になることを想定していま
す。
また、「知見共有の促進及びステークホルダーネットワークの強化を目的とした地域間連携活動の実施
支援」については、各国による自律的・主体的な活動の展開を期待し、本協力ではそれらの活動を補
完・支援する位置付けを想定しています。

2026年8月6日
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2026年8月26日 26a00618000000
欧州地域西バルカン諸国における中小企
業向けメンターサービス強化・拡大

経済開発部民間セクター開発
グループ

業務内容の3点目に挙げられている「統一的なインパクト評価システムの導入」について、ご教示くださ
い。対象国で通例行われているモニタリング活動（裨益効果の追跡調査等）の指標や手法を標準化す
ることを指すでしょうか、それともICTツールやプラットフォームの新規導入等を伴う内容でしょうか。

「既存のサービス提供体制及びリソースに基づく統一的なインパクト評価システムの導入」とは、現在、
既に相手国のメンタリング活動に対して実施されているモニタリング活動の標準化・体系化を指すもので
す。
本業務において新たなプラットフォームの開発は想定しておらず、既に構築・運用されているプラット
フォームやICTツールを可能な限り活用することを前提としています。
その上で、既存のモニタリング・評価の仕組みを整理・統合し、より効果的かつ一貫性のあるモニタリン
グ・評価体制を構築することを目的としています。

2026年8月7日

2026年8月26日 26a00618000000
欧州地域西バルカン諸国における中小企
業向けメンターサービス強化・拡大

経済開発部民間セクター開発
グループ

GX・DX分野の企業としてはいわゆる「中小企業」に加えて、スタートアップも該当企業に入るかと想定し
ます。今回のスコープにスタートアップ支援はどの程度想定されていますでしょうか。

企業支援の実施主体によって方針は異なりますが、地域によってはスタートアップも支援対象に含まれ
ます。具体的な支援内容は、各企業の診断結果や担当メンターの能力等を踏まえて決定されます。

2026年8月17日

2026年8月26日 26a00618000000
欧州地域西バルカン諸国における中小企
業向けメンターサービス強化・拡大

経済開発部民間セクター開発
グループ

「日本の企業支援の知見」について言及がありますが、具体的にはどのような知見や経験を活用するこ
とを受託者に希望されていますでしょうか。

本事業のメンター制度は、日本の経営指導員制度を参考に構築されています。そのため、同制度に関
連する知見や経験を活用することを想定しています。

2026年8月17日

2026年8月26日 26a00618000000
欧州地域西バルカン諸国における中小企
業向けメンターサービス強化・拡大

経済開発部民間セクター開発
グループ

「インパクト評価」システムにおいてはどのようなインパクト評価(支援企業の実績への効果に関するイ
ンパクトか、社会に対する裨益に関するインパクトか等）想定はありますでしょうか。

「既存のサービス提供体制およびリソースに基づく統一的なインパクト評価システムの導入」とは、相手
国で既に実施されている、支援企業への効果に関するモニタリング活動を標準化・体系化することを指
します。既存のモニタリング活動を基盤として、より効果的で活用可能性のある評価制度を構築すること
を目的としています。

2026年8月17日

2026年8月26日 26a00618000000
欧州地域西バルカン諸国における中小企
業向けメンターサービス強化・拡大

経済開発部民間セクター開発
グループ

対象４カ国で調査作業の優先度があれば教えてください（特に優先度はなく、４か国で似た調査粒度、
調査ボリュームを想定されているようでしたら、その旨教えてください）

対象4か国の間に優先順位はありません。ただし、これまでの制度構築の経緯から、セルビアには知見
や人材が蓄積されているため、これらを有効に活用することが、効率的かつ効果的な活動につながると
考えています。

2026年8月17日

2026年8月26日 26a00618000000
欧州地域西バルカン諸国における中小企
業向けメンターサービス強化・拡大

経済開発部民間セクター開発
グループ

「西バルカン地域中小企業メンター制度強化」に係る協力事業（2022年1月から2026年1月まで）におい
て、知識共有を促進することを目的に開発されたICTプラットフォームに関して、セルビア以外の3か国
においては導入が進まなかったものと認識しております。本事業において、それらの導入再支援はス
コープに含みますか。

ICTプラットフォームそのものの導入支援は、必ずしも本協力の対象に含まれません。ただし、評価制度
の構築等にも活用できる可能性があるため、実際の活動内容に応じて効果的に活用されることが望ま
れます。

2026年8月17日

2026年8月26日 26a00618000000
欧州地域西バルカン諸国における中小企
業向けメンターサービス強化・拡大

経済開発部民間セクター開発
グループ

本事業期間において国内研修（招へい）を想定しますか。想定する場合、時期・人数・期間について教
えてください。

国内研修、招へいは現時点で想定していません。 2026年8月17日

2026年8月26日 26a00618000000
欧州地域西バルカン諸国における中小企
業向けメンターサービス強化・拡大

経済開発部民間セクター開発
グループ

企業からのメンタリング申込の受付体制について、特定の募集期間を定めた公募形式でしょうか。ある
いは年間を通じた随時受付を想定しているでしょうか。

受付体制は国によって異なりますが、多くの実施機関では、募集期間を定めた公募形式（パブリックコー
ル）を採用しています。

2026年8月17日

2026年8月26日 26a00618000000
欧州地域西バルカン諸国における中小企
業向けメンターサービス強化・拡大

経済開発部民間セクター開発
グループ

対象4カ国における「企業へのメンタリングサービスの周知（広報）手法」および「企業からの申込プロセ
ス」は、4カ国共通の統一された手続きでしょうか。あるいは国ごとに独自の手続きでしょうか。

標準的なプロセスは存在しますが、各国の実情に応じた手続きが採用されています。 2026年8月17日

2026年8月26日 26a00618000000
欧州地域西バルカン諸国における中小企
業向けメンターサービス強化・拡大

経済開発部民間セクター開発
グループ

企業に対するメンタリングサービスの提供自体は、各国のカウンターパート機関が自組織の予算およ
び運用体制のもとで自立的に実施できる仕組み・実態となっているのでしょうか。

一部の国では、政情不安等により予算上の制約が生じる場合がありますが、基本的には、各国の実施
機関が国内のメンタリングサービスを自律的に提供できる仕組みとなっています。

2026年8月17日

2026年8月26日 26a00618000000
欧州地域西バルカン諸国における中小企
業向けメンターサービス強化・拡大

経済開発部民間セクター開発
グループ

これまでのフェーズにおいて、メンターに対する謝金等をプロジェクトチーム側が負担・支給した事例は
ございますでしょうか。

前フェーズでは、国内企業への支援に際し、プロジェクトチームがメンターへの謝金を負担した実績はあ
りません。

2026年8月17日

2026年8月26日 26a00618000000
欧州地域西バルカン諸国における中小企
業向けメンターサービス強化・拡大

経済開発部民間セクター開発
グループ

メンタートレーナーに対する謝金等につきましても、プロジェクトチームから支払を行った実績（または本
案件での負担想定）はございますでしょうか。

前フェーズでは、国内でのメンター育成に際し、プロジェクトチームがトレーナーへの謝金を負担した実績
はありません。一方、国外での活動として、他国のメンターを指導するためにトレーナーを派遣した際に
は、当該トレーナーに謝金、日当・宿泊費および交通費を支給した事例があります。

2026年8月17日

2026年8月26日 26a00618000000
欧州地域西バルカン諸国における中小企
業向けメンターサービス強化・拡大

経済開発部民間セクター開発
グループ

他国（例：セルビア等）へ渡航して講義を行う場合にはJICAチームから謝金が支給される一方、同一国
内での講義では支給対象外となる運用の差異につきまして、本案件において見直し・解消されるご予
定または想定はございますでしょうか。

現時点では、当該運用を見直す予定はありません。ただし、案件の実施過程において、各国のC/P機関
との合意に基づき、運用を変更することは可能です。

2026年8月17日

2026年8月26日 26a00618000000
欧州地域西バルカン諸国における中小企
業向けメンターサービス強化・拡大

経済開発部民間セクター開発
グループ

過去フェーズにおいて、メンター総会の開催費用（会場費・運営費等）について、プロジェクトチームより
一部でも費用負担を行った実績・対応例はございますでしょうか。

前フェーズにおいても、イベントの開催経費の一部をプロジェクトチームが負担した実績があります。 2026年8月17日

2026年8月26日 26a00618000000
欧州地域西バルカン諸国における中小企
業向けメンターサービス強化・拡大

経済開発部民間セクター開発
グループ

本件業務の実施にあたり、必要な通訳費用（通訳手配枠）は十分な規模で予算確保（計上）されるご予
定でしょうか。

通訳費用については、十分な規模を確保する予定です。ただし、C/P機関とのコミュニケーションは基本
的に英語で支障がないため、通訳は必要に応じて限定的に活用することを想定しています。

2026年8月17日

2026年8月26日 26a00618000000
欧州地域西バルカン諸国における中小企
業向けメンターサービス強化・拡大

経済開発部民間セクター開発
グループ

研修参加者に対する支援として、交通費のほか「日当」等についてもJICA業務実施チームから支給さ
れていた（または支給対象となる）実績・想定はございますでしょうか。

前フェーズでは、研修参加者への日当の支給実績はありません。 2026年8月17日

2026年8月26日 26a00618000000
欧州地域西バルカン諸国における中小企
業向けメンターサービス強化・拡大

経済開発部民間セクター開発
グループ

C/P機関職員の出張に伴う経費（交通費、日当、宿泊費等）について、プロジェクトチームからの資金的
支援（直接負担等）を行っていた実績（あるいは本案件での適用可否）はございますでしょうか。

前フェーズでは、C/P機関職員の出張経費を一部負担した事例があります。一方、本フェーズでは、現
時点でC/P機関職員の旅費を負担することは想定していません。

2026年8月17日

2026年8月26日 26a00618000000
欧州地域西バルカン諸国における中小企
業向けメンターサービス強化・拡大

経済開発部民間セクター開発
グループ

C/P機関の上位オフィサー（幹部等）が各種イベント等でスピーチを行う際、JICA業務実施チームから
謝金等を支払う必要性、または過去の支払い実績はございましたでしょうか。

海外で開催されたイベントについて、JICAからの登壇依頼に基づき、各種経費や謝金を支払った事例が
あります。具体的な対応については、イベントの内容や事業との関連性等を踏まえ、個別に判断します。

2026年8月17日
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2026年9月2日 26a00530000000 モルディブ国持続可能な観光開発
経済開発部民間セクター開発
グループ

本件業務において対象となるパイロット環礁や住民島が決まっている（または、候補となっている環礁
や住民島がある）ようでしたら、ご教示いただけますでしょうか。

事前調査の結果、Goidhoo環礁及びGoidhoo島は過去にUSAID事業も実施されており、有力な候補先と
考えていますが、策定するガイドラインの質を確保する観点から、他の環礁や住民島を選定することも可
能です。
サステナビリティ、ゲストハウス解禁によるインパクト等の情報収集が可能であることなども含め、対象と
する環礁・住民島の選定方法や基準もご記載お願いします。
詳細は公示の企画競争説明書をご確認ください。

（本事業では、住民島におけるゲストハウス設置解禁を背景として、部分的にはオーバーツーリズムも懸
念される住民島を対象とした規制の一環として「住民島における持続可能な観光開発ガイドライン」の策
定を行います。同ガイドラインは、パイロット住民島における観光地管理の施行に基づき策定する想定で
す。）

2026年8月17日

2026年9月2日 26a00598000000

全世界（モンゴル、アフリカ）洪水防災分野
国別研修運営実施業務（国内業務）（一般
競争入札（総合評価落札方式‐ランプサム
型））

地球環境部防災グループ アフリカ地域について特定の対象国、対象エリアは設定されていますでしょうか
アフリカ地域からの研修生について、ナイジェリア、ルワンダ、ガーナ、南スーダン、ジブチ、シエラレオ
ネ、マラウイ、エスワティニ、スーダン、モザンビークを計画しております。

2026年8月7日

2026年9月2日 26a00598000000

全世界（モンゴル、アフリカ）洪水防災分野
国別研修運営実施業務（国内業務）（一般
競争入札（総合評価落札方式‐ランプサム
型））

地球環境部防災グループ 国内研修の実施エリアは指定がありますでしょうか
モンゴル、アフリカともに関東エリアでの研修を想定していますが、今後の相手国との調整状況によって
は変更となる場合があります。

2026年8月7日

2026年9月2日 26a00598000000

全世界（モンゴル、アフリカ）洪水防災分野
国別研修運営実施業務（国内業務）（一般
競争入札（総合評価落札方式‐ランプサム
型））

地球環境部防災グループ 洪水以外の災害種は対象としないという認識でよろしいでしょうか 対象の災害については洪水を考えております。 2026年8月7日

2026年9月2日 26a00598000000

全世界（モンゴル、アフリカ）洪水防災分野
国別研修運営実施業務（国内業務）（一般
競争入札（総合評価落札方式‐ランプサム
型））

地球環境部防災グループ
対象となる国々（モンゴル・アフリカ地域）は、乾燥地帯を含み、東南アジア諸国など洪水被害の頻発国
との比較で必ずしもその深刻さは顕著ではないと思われますが、これらを対象国とした主旨と意図をご
教示ください。

・モンゴル国では、気候変動の影響により雪解け水や夏季の集中豪雨に起因する洪水の発生頻度が増
加しており、特に首都ウランバートル市では住宅・インフラへの被害が深刻化しております。2023年7月
には連続的な豪雨により市内26地点で浸水が発生し、住宅199棟を含む702件のインフラ施設が被害を
受けるなど、都市機能にも大きな影響が及んでいる状況です（IFRC, 2023, DREF Final Report
(MDRMN019) 。

・サブサハラ・アフリカにおける洪水被害は、近年拡大傾向を示しております。国連人道問題調整事務所
（UNOCHA）は洪水被害の拡大について、西・中央アフリカでは2024年だけで約750万人が洪水の影響を
受け、少なくとも1500名以上の死者、170万人が国内避難民となり、さらに住宅被害は64万棟以上に及
び、学校1277校、医療施設221カ所が影響を受けるなど、社会基盤全体に深刻な打撃が生じていると報
告されています。

2026年8月17日

2026年9月2日 26a00598000000

全世界（モンゴル、アフリカ）洪水防災分野
国別研修運営実施業務（国内業務）（一般
競争入札（総合評価落札方式‐ランプサム
型））

地球環境部防災グループ アフリカ地域から参加予定の国名を教えていただけないでしょうか。
アフリカ地域からの研修生について、ナイジェリア、ルワンダ、ガーナ、南スーダン、ジブチ、シエラレオ
ネ、マラウイ、エスワティニ、スーダン、モザンビークを計画しております。

2026年8月17日

2026年9月2日 26a00598000000

全世界（モンゴル、アフリカ）洪水防災分野
国別研修運営実施業務（国内業務）（一般
競争入札（総合評価落札方式‐ランプサム
型））

地球環境部防災グループ
本調達案件で、ガイドラインは「研修委託契約における経理処理・契約管理ガイドライン」と「コンサルタ
ント等契約における研修・招へい実施ガイドライン」のどちらが適用される予定でしょうか？双方という
場合には、優先適用やその範囲についてご教示ください。

業務内容を考慮し、「コンサルタント等契約における研修・招へい実施ガイドライン」を適用する予定で
す。

2026年8月17日

2026年9月2日 26a00598000000

全世界（モンゴル、アフリカ）洪水防災分野
国別研修運営実施業務（国内業務）（一般
競争入札（総合評価落札方式‐ランプサム
型））

地球環境部防災グループ
「本業務は、コンサルタント等契約（国内業務）となる。」とのことで、現地渡航は予定されていないとの
理解で正しいでしょうか？

受注者の現地渡航は予定しておりませんが、web会議等による相手国との遠隔協議が想定されるため
「コンサルタント等契約」に変更予定です。 2026年8月17日

2026年9月2日 26a00598000000

全世界（モンゴル、アフリカ）洪水防災分野
国別研修運営実施業務（国内業務）（一般
競争入札（総合評価落札方式‐ランプサム
型））

地球環境部防災グループ
（上と関連して）来日候補者の人選と来日日程に係るC/P機関との協議・調整は、国別研修ということで
受注者が行うことになるのでしょうか。それとも課題別研修に準じて、JICA国内機関、在外拠点による
対応となりますでしょうか。

来日者の人選については受注者、来日日程に関しても受注者が調整をする想定です。来日日程及び研
修内容については初年度の実施結果を見て見直すことも想定しています。

2026年8月17日

2026年9月2日 26a00623000000
モザンビーク国北部向け無償・技協案件形
成に係る情報収集・確認調査（一般競争入
札(総合評価落札方式－ ランプサム型）））

アフリカ部（旧）アフリカ第三課 2026年7月に貴部で実施された現地調査の概要について、差支えのない範囲でご教示ください。

現地でADINや保健局、教育局、廃棄物管理部局、等の関係部局との協議を行いました。結果、保健医
療、教育、水供給、などの基礎サービスの拡充が重要であり、特に人口流入が続く地域では、公共イン
フラ・サービスへのアクセス改善が、IDPsとホストコミュニティ双方の安定した生活再建に不可欠となって
いることが確認されました。

2026年8月14日

2026年9月2日 26a00623000000
モザンビーク国北部向け無償・技協案件形
成に係る情報収集・確認調査（一般競争入
札(総合評価落札方式－ ランプサム型）））

アフリカ部（旧）アフリカ第三課

特記仕様書（案）では、「2026年7月にJICAアフリカ部が現地で確認したところ、JICAが支援可能と想定
される中長期的な無償資金協力案件は、保健分野、教育分野、水資源分野と概ね確認されている」と
記載されています。

一方、2024年に実施された基礎情報収集・確認調査では、生活向上や若者・女性支援なども支援候補
分野として整理されていたと理解しています。今回、支援候補分野が保健、教育、水資源の3分野に絞
り込まれた理由や、その検討経緯についてご教示ください。 また、この絞り込みは先方政府との協議
結果を踏まえたものなのか、あるいはJICAの支援方針や他ドナーとの役割分担等を踏まえた判断によ
るものなのかについても、ご説明いただけますでしょうか。

2024年の基礎調査を踏まえ、2026年7月にJICAアフリカ部が現地で関連機関との協議を行いました。若
者や女性向け支援が無くなった訳ではありませんが、無償資金協力の案件としての形成において具体
的なものを検討した結果、保健・医療、教育、水資源分野に焦点を絞りました。今回の調査においては、
無償資金協力の案件として具体性があるものがあれば調査結果として含めて頂けることを期待していま
す。

2026年8月14日

2026年9月2日 26a00623000000
モザンビーク国北部向け無償・技協案件形
成に係る情報収集・確認調査（一般競争入
札(総合評価落札方式－ ランプサム型）））

アフリカ部（旧）アフリカ第三課

特記仕様書（案）では、保健・衛生、教育、水資源を重点分野として位置付けていますが、総括に期待
される専門性についてご教示ください。

特に、保健・衛生、教育、水資源のいずれかの分野における専門性・実務経験を重視されているのか、
それとも分野横断的な復興・平和構築、案件形成、調査マネジメント等の経験をより重視されているの
か、ご教示いただけますでしょうか。

モザンビーク／アフリカ地域における保健・医療、教育、水資源の専門性及び実務経験を重視します。
平和構築や調査マネジメント経験も歓迎いたします。

2026年8月14日
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2026年9月2日 26a00623000000
モザンビーク国北部向け無償・技協案件形
成に係る情報収集・確認調査（一般競争入
札(総合評価落札方式－ ランプサム型）））

アフリカ部（旧）アフリカ第三課

2024年の基礎情報収集・確認調査では、現地調査対象地域としてペンバ市、シウレ郡、メクーフィ郡、メ
トゥージェ郡が選定されていました。

本調査で想定する「復興」の対象地域について、現時点で優先的に想定しているカーボ・デルガード州
内の郡・コミュニティがあればご教示ください。また、2024年調査対象地域を基本的に踏襲することを想
定されているのか、それとも治安情勢や帰還民の状況等を踏まえ、新たな重点地域を設定することを
想定されているのかについてもご教示いただけますでしょうか。

先の基礎調査、またアフリカ部の調査を踏まえて、ペンバ市内で無償資金協力の案件を形成することを
念頭にしております。先の対象地域を外したものではなく、あくまでもJICAとして立ち入りが出来る地域
でできること、またペンバ市外で国際機関等と連携して出来ることを具体的な案件として出すことを目的
にしています。新たな重点地域を設定することは考えておりません。

2026年8月14日

2026年9月2日 26a00623000000
モザンビーク国北部向け無償・技協案件形
成に係る情報収集・確認調査（一般競争入
札(総合評価落札方式－ ランプサム型）））

アフリカ部（旧）アフリカ第三課
本情報収集確認調査で具体化を進める中長期的な無償資金協力（国際機関連携無償を含む）は、
JICAが主管するものを想定されているという理解でよろしいでしょうか。

ご理解の通りです。 2026年8月14日

2026年9月2日 26a00623000000
モザンビーク国北部向け無償・技協案件形
成に係る情報収集・確認調査（一般競争入
札(総合評価落札方式－ ランプサム型）））

アフリカ部（旧）アフリカ第三課
特記仕様書（案）【第1回現地調査】（３）中長期的で実施優先度の高い技術協力案件の検討に関して、
貴部において想定されている候補案件がございますでしょうか。特に一般無償を有力視されている分
野があればご教示ください。

一般無償、国際機関連携無償等のスキームを問わず、保健・医療、教育、水資源分野での案件形成を
想定しています。

2026年8月14日

2026年9月2日 26a00623000000
モザンビーク国北部向け無償・技協案件形
成に係る情報収集・確認調査（一般競争入
札(総合評価落札方式－ ランプサム型）））

アフリカ部（旧）アフリカ第三課 現地調査の時期・期間の想定をご教示ください。 意見招請での特記仕様書（案）に記載の通り、2026年11月中旬～12月中旬の間を想定しています。 2026年8月14日

2026年9月2日 26a00623000000
モザンビーク国北部向け無償・技協案件形
成に係る情報収集・確認調査（一般競争入
札(総合評価落札方式－ ランプサム型）））

アフリカ部（旧）アフリカ第三課
ペンバ市外における情報収集・分析の実施にあたり、業務対象国・地域の現地法人（ローカルコンサル
タント等）への再委託は想定されていますでしょうか。

ご理解の通りです。ローカルコンサルタントへの再委託が可能です。 2026年8月14日

2026年9月2日 26a00623000000
モザンビーク国北部向け無償・技協案件形
成に係る情報収集・確認調査（一般競争入
札(総合評価落札方式－ ランプサム型）））

アフリカ部（旧）アフリカ第三課

本調査では、国内避難民（IDP）が居住するコミュニティやIDPサイトも調査対象となる可能性があると理
解しています。

現時点で、IDPサイトへの立入りや現地調査の実施は想定されていますでしょうか。また、実施に当たっ
て必要となる許認可や安全上の条件があればご教示ください。

現時点で具体的なサイトまでは特定していませんが、特にペンバ市外のおいてはローカルコンサルタン
トによる調査を想定しています。なお、ペンバ市内においてはChuiva地区がIDPsが居住する地域とされ
ており、こちらでの調査も想定されます。

2026年8月14日

2026年9月2日 26a00623000000
モザンビーク国北部向け無償・技協案件形
成に係る情報収集・確認調査（一般競争入
札(総合評価落札方式－ ランプサム型）））

アフリカ部（旧）アフリカ第三課
本調査では、施設の状況確認に加え、水質についても調査・評価の対象として想定されていますでしょ
うか。

まずは水源の確認・実態調査を水道公社を通じて行うことを想定しています。ペンバ市内においては、
水道公社が把握している水源が特定されていますので、それらの水質調査も可能な範囲で行っていた
だく想定です。

2026年8月14日

2026年9月9日 26a00385000000
ウズベキスタン国理工系高度人材育成事
業準備調査（QCBS－ランプサム型）

東・中央アジア部中央アジア
コーカサス課

本案件の背景・目的・想定出口など本公示の前に可能な限り理解させていただきたい 回答準備中です。 2026年7月1日

2026年9月30日 26a00320000000
マリ 国アフ リ カ 地域みんなの学校アド バ
イ ザー

人間開発部基礎教育グループ
活動内容と し て、 「 中西部アフ リ カ 地域（ ギニア等） を含む広域的なみんなの学校アプローチ
の展開」 と あり ますが、 ギニアの他、 具体的な対象国が想定さ れているよう でし たら ご教示い
ただけますか。

現時点ではギニアの他に具体的な対象国の想定はありません。契約締結後に対象国が増える可能性
はありますが、その際は受注者様と契約変更も含めご相談させて頂きます。

2026年7月30日

2026年9月30日 26a00320000000
マリ 国アフ リ カ 地域みんなの学校アド バ
イ ザー

人間開発部基礎教育グループ 業務管理グループの想定はあり ますか 設置は可能です。 2026年7月30日

2026年9月30日 26a00320000000
マリ 国アフ リ カ 地域みんなの学校アド バ
イ ザー

人間開発部基礎教育グループ 業務地の想定はあり ますか。
日本国内、 及び、 セネガルを想定し ています。 ただし 、 マリ 国への派遣が可能と なっ た場合は、
現地渡航を行います。 その場合は、 契約変更で対応し ます。

2026年7月30日

2026年9月30日 26a00320000000
マリ 国アフ リ カ 地域みんなの学校アド バ
イ ザー

人間開発部基礎教育グループ 多機関連携は新規の連携先も 検討するのでし ょ う か。
新規も 含め、 将来的な連携に向けて、 情報整理、 関係者調整、 技術的な提言等の活動を想定し て
います。

2026年7月30日

2026年9月30日 26a00320000000
マリ 国アフ リ カ 地域みんなの学校アド バ
イ ザー

人間開発部基礎教育グループ
「 中西部アフ リ カ 地域（ ギニア等） を含む広域的なアプローチの展開」 についてはどのよう な
活動を行っ ていく イ メ ージか。

例えば、 ギニア関係者がコ ミ ュ ニティ 協働型学校運営改善を行っ ていく にあたり 、 必要な技術的
な助言を与える等の活動を想定し ています。

2026年7月30日
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